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広域系統長期方針の策定について

2015年12月15日
広域系統整備委員会事務局

第８回広域系統整備委員会
資料３
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 ご議論いただきたい事項

これまでの議論内容と今後の検討

 ご報告事項

１．震災前後における広域的な潮流の概観

２．各エリアの広域連系系統の特徴・変遷



3これまでの議論内容と今後の検討

議論内容 報告内容

第１回 広域系統長期方針策定の進め方 地域間連系線の利用状況

第２回 広域系統長期方針策定の進め方 －

第３回 広域系統長期方針のあるべき姿（３つの軸）
これまでの電力系統整備の考え方と今後の対応につ
いて（関西電力殿）

第４回
３つの軸に対する検討の進め方
電力潮流シミュレーションの前提（Ⅰ軸）

過去の需給実績
広域連系系統の運用状況
風力・太陽光の導入状況等

第５回 電力潮流シミュレーションのシナリオの考え方（Ⅰ軸） 電力流通設備の健全性確保（Ⅲ軸）

第６回
電力流通設備の健全性確保（Ⅲ軸）
電力潮流シミュレーションの実施状況（Ⅰ軸）

－

第７回
適切な信頼度の確保（Ⅱ軸）
電力潮流シミュレーションの実施状況（Ⅰ軸）

－

 広域系統長期方針の策定の方向性の３つの軸に沿って検討を進めてきたが、その検討状況について今年度３月末
を目途に中間報告を行うこととしたい。（中間報告の内容については１月以降に審議）

 １つ目の軸である「電力系統利用の円滑化・低廉化」の検討において実施している電力潮流シミュレーションは、調

整力に関する費用負担等に係る課題が解決された状況を前提としていること、また電源構成については不確実性
が高いことから、エネルギーミックスの実現に関して予断を与えないように、その取扱いには十分に慎重を期す必要
がある。

 電力潮流シミュレーションの実施状況を中間報告に記載する場合は、その前提として制度面・運用面において解決
が必要となる課題や、シミュレーション手法の制約事項等を明確に示すことが不可欠。

 今後、連系線増強等の費用面やエリア内広域連系系統の潮流状況等についても検討を進める。



4（参考）広域系統長期方針の策定の方向性

広域運営の拡大によって、我が国の電力供給における３Ｅ＋Ｓの実現に貢献する。
このため、次に挙げる３つの軸から、広域連系系統の長期的な整備方針を取りまとめる。

Ⅰ 電力系統利用の円滑化・低廉化
○ エネルギーミックスに基づく電源導入等を円滑かつ低廉なコストで実現する
○ 電力市場の活性化に寄与する

Ⅱ 適切な信頼度の確保
○ 系統の役割に応じた適切な供給信頼度を提供する
○ 大規模災害等の緊急時にも電力供給に対する要求を満足する

Ⅲ 電力流通設備の健全性確保
○ 老朽化が進む流通設備の確実かつ効率的な設備更新・形成を計画的に推進する

※ 以上の３つの軸に沿って適切に設備形成・運用されている状態が広域連系系統の「あるべき姿」

●このあるべき姿の実現に向けた考え方を具体化していくために、将来（１０～２０年程度）の広域連系
系統の電力潮流シミュレーションや、流通設備の経年・更新情報等を調査することで、系統の長期的
な課題を探る。

●その課題に対し、系統整備等どのような対応を採るべきかを考察し、長期方針として取りまとめる。
●対応の検討に当たっては、電力関連技術の開発動向や電力需要構造の変化も的確に踏まえたもの

とする。



5電力潮流シミュレーションの前提とする状況を実現するための課題等

再生可能エネルギーの導入拡大に伴う一般送配電事業者の調整力確保及びそ
の費用負担に係る課題の解決
・火力発電の稼働率低下による発電効率悪化等に伴う費用
・火力発電の停止及び起動回数の増加に伴う費用
・揚水式動力によって需要を創出することによる費用
・発電設備を自然変動電源の対応のために確保しておくために必要な費用 等

他エリアの一般送配電事業者の調整力を最大限活用するための費用負担に係る
課題及びそのための連系線利用方法に係る課題の解決
・追加的に費用が発生する範囲まで調整を行うこととするルール
・当該追加的費用に掛かる費用精算の仕組み

今
回
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
前
提
と
し
て
い
る
よ
う
な

エ
リ
ア
毎
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
が
成
立

ローカル系統の整備
・系統情報公表による予見性の向上
・電源募集プロセスによる特定負担の軽減

再生可能エネルギーにより発電された電気の卸電力市場を通じた取引の拡大
・卸電力市場に１時間前市場の創設
・買取義務者を一般送配電事業者に変更
・再生可能エネルギーの回避可能費用単価を市場価格連動に変更

市
場
活
用

調
整
力

系
統
整
備 エリア内基幹系統の整備

・費用負担の考え方整理（原則一般負担、一般負担の上限）
・全国又は特定エリアの一般負担の上昇に関する国民の理解

今
回
の
電
力
潮
流
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
結
果

 一般送配電事業者がエリアで調整可能な量を超えて再生可能エネルギーが導入される見込みを得るには、調整
力に関する費用負担等に係る課題の解決が必要。

 今回の電力潮流シミュレーションはそのような制度的課題が解決された状態を前提としているため、エネルギー
ミックスの実現に関して予断を与えないように、その取扱いには十分に慎重を期す必要がある。

制
度
的
課
題
が
実
現



6（参考）広域的な系統運用を推進するための課題

第４回再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会 資料２



7（参考）広域的な系統運用を推進するための課題

第４回再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会 資料２



8（参考）広域的な系統運用を推進するための課題

第４回再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会 資料２
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１．震災前後における広域的な潮流の概観
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（余白）
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１．平成26年度ピーク潮流※概要図（H22年度計画）：震災前
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２．平成27年度ピーク潮流※概要図（H27年度計画）：震災後



13（参考）風力発電のポテンシャルマップ（北海道・東北）

出典：地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会中間報告書

風速：6.5m/s以上



14（参考）太陽光発電（10kW以上）の設備認定量のうちの未導入量※

水力発電所

火力発電所

原子力発電所

変電所

開閉所

交直変換所

周波数変換所、BTB

凡 例
500kV

275kV以下および直流連系線

既設設備

平成27年度以降使用開始設備

黒

赤

※固定買取制度情報公表用ウェブサイトデータより作成（H27年7月末）
地図データは、「CraftMAP」（http://www.craftmap.box-i.net/）を使用

http://www.craftmap.box-i.net/
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２．各エリアの広域連系系統の特徴・変遷



16広域連系系統の特徴・変遷 （１）北海道エリア

 電力需要の増加に対応するため、それまでの送電線最上位電圧が187kVであった中、275kV道央ループ系構想
を計画し、2005年の道央南幹線運転開始により完成。

 需要の集中する道央圏を取り囲む275kVループ系統を形成し、更に主要電源を連系することで、札幌圏はもとよ
り道央圏の供給信頼度を向上。

京極
西野

西双葉 南早来

西当別

道央東幹線

道央北幹線

道央西幹線

道央南幹線

大野
苫東厚真

後志幹線

京極幹線

石狩湾新港発電所

石狩火力幹線

狩勝幹線

北新得

南早来線
苫東厚真線

道南幹線

泊

北斗

北斗今別直流幹線

泊幹線

原子力発
電所

交直変換
所

変電所

水力発電
所

火力発電
所

開閉所

275kV基幹系統概略図 主な電力設備分布図



17広域連系系統の特徴・変遷 （２）東北エリア

《２７５ｋＶ系統の導入》
1959年7月に275kV田子
倉本名線で東京電力と
275kV連系を開始。
1960年4月に仙台火力の
運転開始に対応するため，
275kV東北幹線が運転を
開始。

《２７５ｋＶ系統の拡充》
南部地域のみであった
275kV超高圧系統も1971

年8月に奥羽幹線（秋田～
仙台），1972年10月に吾
妻幹線（東北幹線と福島
県中央部）がそれぞれ運
転を開始，1973年6月に
は東北中央部の拠点変電
所として宮城変電所が運
転開始。

《５００ｋＶ系統の導入》
東京との会社間連系線で
ある275kVいわき幹線で
は連系容量が限界に達し
ていたため，1995年3月

に常磐幹線，新地火力線
を500kV昇圧，同年6月
には500kV相馬双葉幹線
を新設し，東北→東京の
連系容量を拡大。

《５００ｋＶ系統の拡充》
電源拡充への対応として，
500kV基幹系統整備を進
め，2010年6月に青葉幹
線と宮城中央支線を
500kVへ昇圧，宮城中央
(開)の変電所化を実施。
東日本大震災後には，建
設を進めていた500kV   

十和田幹線と北上幹線を
2011年6月に運転開始。

1973年

現在1995年

1960年

 東北エリアは国土の５分の１のエリアに需要地が点在している特徴があり、需要地近傍へ電源配置と合わせて、
大電源地帯から需要地へ輸送するための流通設備を整備し、異電圧多重ループ系統を構成。



18広域連系系統の特徴・変遷 （３）東京エリア （1/2）

都内導入系統概念図

基幹電力系統

外輪系統

 需要地である首都圏を囲む500kV の多重外輪線と、外輪線に

連系する電源送電線から形成。
 送電線ルートを多数確保することは困難なことから１ルートで

大電力を送電しており、系統安定度と電圧安定性を維持する
ことが重要なため、系統を密に連系。

 このため、事故電流が大きくなり、遮断器の遮断容量格上げ
など、事故電流の増大対策を実施。また、高度な系統保護装
置を用い、事故波及防止に万全を期す。

都内導入系統

 首都圏を囲む500kV外輪線に設置されている拠点変電所から、
都内に向けて電力を送電する275kV架空送電線と、途中から

は、主として道路下に設置された地中送電線から構成。



19広域連系系統の特徴・変遷 （３）東京エリア （2/2）

（出典：H24.2 地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会資料より抜粋）

※
※H24.2時点の「現在」



20広域連系系統の特徴・変遷 （４）中部エリア

太平洋

伊勢湾

名古屋

岩倉
日進

川辺

塩尻（現中信）

松島

南向

泰阜

豊

名港

犬山（関西）

大井川

154kV送電線

開閉所

変電所

火力発電所

水力発電所

凡　例

太平洋

伊勢湾

渥美

駿遠

川根
佐久間(電発)

信濃
高根第一

西濃
関

名古屋(電発)

西名古屋

知多

東名古屋

尾鷲三田

三河四日市

西名古屋

新名古屋

武豊

275kV送電線

開閉所

変電所

火力発電所

水力発電所

凡　例

154kV送電線

三重

関西電力

川辺

東上田

東京電力

太平洋

伊勢湾

渥美

浜岡

駿遠

佐久間(電発)

東栄

信濃

西部

北部

知多

尾鷲三田

新三河

東部

関西電力

新信濃ＦＣ(東京)

四日市

西名古屋

新名古屋

武豊
三重

500kV送電線

開閉所

変電所

火力発電所

水力発電所

凡　例

275kV送電線

原子力発電所

東京電力
知多第二

太平洋

伊勢湾

渥美
浜岡

駿遠

佐久間(電発)

東栄

信濃

西部

北部

知多

尾鷲三田

新三河

東部関西電力

新信濃ＦＣ(東京)

四日市

西名古屋

新名古屋

武豊

500kV送電線

開閉所

変電所

火力発電所

水力発電所

凡　例

275kV送電線

原子力発電所

東京電力

知多第二

碧南

奧美濃

岐北
岐阜

愛知 豊根

南信

三重

川越
静岡

南福光

1951年 1971年（275kV系統の導入）

1986年（500kV系統の導入） 2004年（500kV第二基幹系統の導入）

154kV 2系統構成。
ローカル系統の事
故が全系に波及
する不安定な系
統だったため、
154kV系統の整備
を進めていった。

大規模石油火力
の開発に伴い、
熱容量・短絡電
流面から、154kV
系統では対応で
きなくなったため、
275kV名古屋外
輪系統と275kV電
源線を構築。

電源の大規模
化・遠隔地化によ
り、275kV系統で
は安定度・短絡
電流面等から対
応できなくなった
ため、名古屋外
輪線を骨格に、
500kV系統を導
入。

将来の系統規模
増大、電源の大
規模・偏在化、及
び万一の500kV
基幹送電線の
ルート故障等の
広範囲・長時間
停電を防止する
ため、500kV第二
基幹系統を構築。

 中部エリアは南部に海があり、北部方面に向けて内陸に長い地形であるため、中部エリアの系統は、伊勢湾を中
心とした太平洋岸に建設された大規模電源から、北部方面の内陸需要地に送電する構成。

 ２０１２年に日本海側電源を上越市に建設したことで、長距離大電力輸送に頼っていた長野方面系統の供給信頼
度と電力品質を向上。



21広域連系系統の特徴・変遷 （５）北陸エリア

 需要の増加に伴う大型電源の開発に合わせて順次、超高圧の基幹系統を整備。
 合わせて他社との連系線の整備を進め、相互応援能力の強化及び電力融通の拡大。

1999年、500kV加賀福光線及
び南福光変電所を新設
⇒中部エリアと直流連系

凡　例

水力発電所

火力発電所

原子力発電所

変電所

開閉所

送電線(275kV)

新富山

城端

富山新港火力

加賀

新福井

関西電力

 関西電力 

当社 他社

送電線(500kV)

凡　例

水力発電所

火力発電所

原子力発電所

変電所

開閉所

送電線(275kV)

中能登

新富山

城端

富山新港火力

加賀

新福井

越前

関西電力

 関西電力 

当社 他社

送電線(500kV)

凡　例

水力発電所

火力発電所

原子力発電所

変電所

開閉所

送電線(275kV)

志賀原子力

中能登

新富山

城端

富山新港火力

加賀

東金津

新福井

敦賀火力

新敦賀

越前

七尾大田火力

関西電力

当社 他社

送電線(500kV)

城端
 関西電力 

凡　例

水力発電所

火力発電所

原子力発電所

変電所

開閉所

送電線(275kV)

志賀原子力

中能登

新富山

城端

富山新港火力

加賀

東金津

新福井

南条

敦賀火力

新敦賀

越前

七尾大田火力

中部電力

関西電力

南福光

当社 他社

送電線(500kV)

城端
 関西電力 

加賀開閉所と関西電力の嶺南変
電所との間に加賀嶺南線（500kV
設計，275kV運用）を新設
⇒連系点を変更

1974年度末 1988年度末

加賀嶺南線の途中に越前開
閉所および275kV越前線を
新設

1997年度末

能登幹線，加賀幹線，越前嶺南
線を500kVへ昇圧
⇒関西エリアと500kV連系

現在



22広域連系系統の特徴・変遷 （６）関西エリア

 １９８０年代 500kV一重外輪系統

需要の大幅な増加想定・遠隔地の大電源計画（原子力）を
踏まえ、大規模停電防止の思想のもと、500kV外輪系統構

想を策定。各ブロックで需給バランスを取ることで、外輪線
潮流を少なくし、停電範囲・事故波及の極小化を図る。

 １９９０年代 500kV二重外輪系統

電源偏在化が進み、一重外輪系統ではブロックバランスが
取れなくなってきたため、電源開発地点変更への対応と経
済性の追求をテーマに500kV系統を二重化（2ルート化）し、
各ルートで需給バランスを取る計画を策定。

 ２０００年代 500kVループ運用

関西エリアの西側地域や関西以西エリアの電源増大（更な
る電源偏在）、及び電力会社間の連系容量の増強要請に
対応するため、ループ運用を採用。

外輪系統完成時の系統（1980年）

最大電力：1,818万ｋＷ

（中国電力）
（中部電力）

（北陸電力）

概念図

500kV
送電線

275kV
送電線:発電所（原子力）

:発電所（火力）
:発電所（水力）
:変電所 :開閉所
:他社連系点
:500kV送電線
:275kV送電線

二重外輪系統完成時の系統（1997年）

（中国電力）
（中部電力）

（北陸電力）

概念図

500kV
送電線

:発電所（原子力）
:発電所（火力）
:発電所（水力）
:変電所 :開閉所
:他社連系点
:500kV送電線

最大電力：3,141万ｋＷ

現在の関西電力の系統

:発電所（原子力）
:発電所（火力）
:発電所（水力）
:変電所 :開閉所
:交直変換所
:他社連系点
:500kV送電線

（中国電力）

（中部電力）

（北陸電力）

概念図

500kV
送電線

最大電力：3,306万ｋＷ（2001年実績）

シンプルなループ
系統を採用

・直流幹線の構築、中国電力との多点連系により広域火力

融通を開始

・投資の抑制と大規模停電防止の観点から、制御能力の向上と

シミュレーション技術の向上を考慮し、ループ運用を採用



23広域連系系統の特徴・変遷 （７）中国エリア

 当初、山陽側を中心とした需要増加及び電源開発に対応するため、山陽側の220kV基幹系統を整備。
 500kV系統は、山陽側と山陰側に２ルートで構築しループ系統で運用。
 九州エリアの広域電源の送電等により、基幹系統は常時東向き潮流。

1962年

・山陽側の需要増加及び電源
開発に対応するため、山陽側
の220kV基幹系統を整備

・関西、九州、四国エリアと
220kV送電線で連系

1983年

・山陽側へ500kV送電線新設
・関西、九州エリアと500kV送電
線で連系

1988年

・500kV送電線で山陽側と連系
（1982年に220kVで運用開始し
た送電線を昇圧）

・500kV送電線第２ルートを構築
し関西エリアと２ルートで連系

2001年



24広域連系系統の特徴・変遷 （８）四国エリア

 187kV基幹系統は、電力需要の伸びに対応できるよう設備を構築。
 その中で、大規模電源開発にあわせて500kV系統を導入するとともに本四連系線で広域連系を強化した。
 また、橘湾の広域電源開発にあわせて500kV系統を拡充するとともに関西エリアへの送電のため紀伊水道直流連

系設備を構築した。
 500kV系統導入後も187kV系統とは異電圧のループで運用。

［2000年代］

広域電源である橘湾石
炭火力の建設に関連し
て、橘湾発電所から讃
岐変電所に至る500kV

基幹系統を拡充、２回
線化した本四連系線及
び紀伊水道直流連系設
備の交流・直流ハイブ
リッド２点連系により広
域連系ルートを形成。

［1980年代］

石油危機を踏まえ電源
の多様化を目指し、原
子力、石炭火力、揚水
の各発電所を開発。

その電力輸送を担うた
めに187kV基幹系統を
拡充。

［1990年代］

500kV四国中央幹線（西・

中・東幹線：伊方発～川内・
東予・讃岐変電所間）運転を
開始。

本四連系線により本州系統
との連系を強化。

［1960年代］
経済復興に伴い、110kV送

電線に加え、火力電源の
開発にあわせた超高圧系
統の骨格となる送電線を
建設（187kV設計、110kVで
運転開始）。

［1970年代］

大型火力電源の開発、本
州と四国間の連系及び基
幹系統昇圧（187kV）により
輸送力を増強。



25

110kVの時代 220kVの導入期 500kVのＴ字型系統構築 500kVのループ型系統構築

1951年 1965年 1985年 現在（2015.11末）

・ 基幹系統は、110kV。 ・ 1957年、上椎葉発電所等の南
部水力の電力を北部需要地域
へ送電するため、上椎葉～山家
変電所間に九州エリア初の
220kV送電線を建設。

・ 昭和40年代、九州西部、東部で
の大容量火力発電所開発にあ
わせ、西部・東部へ逐次、220kV
送電線を拡大。

・ 1980年、西部の大容量発電所
の運開を機に、西九州～中央変
電所間の220kV送電線を500kV
へ昇圧。同時に500kV関門連系
線を運開。

・ 1985年、南部の大容量発電所
運開を機に、「500kV Ｔ字型系
統」を構築。

・ 500kV送電線は九州北部と南
部を結ぶルートが１ルート構成
であることから、供給信頼度向
上を図るため、東九州～ひむか
変電所間に500kV送電線(日向
幹線：2019/6運開予定)を建設
することにより、500kVループ系
統を構築。

 
関門連系線 

相浦 

武雄 

三池 

岩屋戸 

人吉 

木佐木 

弓削 

大淀川第二 

大淀川第一 

塚原 

高千穂 

女子畑 

西谷 
上津役 

嘉穂 

石河内第二 

関門連系線戸畑
共火

東福岡
住吉

新小倉
若松

古賀

西福岡
唐津

玄海(原)

相浦

電発松島

長崎
北長崎 諫早

武雄東佐世保

西九州

北佐賀

鳥栖

木佐木

三池

中央

筑豊

山家

福岡

門司

苅田

苅田

豊前
豊前

西大分
大分

海崎

大分
大分
共火

熊本

北熊本

南熊本

上椎葉 新日向八代

大平

人吉

一ツ瀬

南九州

宮崎

都城

高野(開)

霧島
鹿児島

新鹿児島
大隅

川内
川内(原)

松浦
電発松浦

関門連系線戸畑
共火

小丸川

東福岡
住吉

新小倉
若松

古賀

赤坂

西福岡
玄海(原)

相浦

電発松島

長崎
北長崎 諫早

武雄
天山

東佐世保

西九州

脊振

北佐賀

鳥栖

木佐木
久留米

三池

日田

中央

筑豊

山家

南福岡

門司

苅田

苅田

豊前

速見

豊前

西大分
大分

東九州

海崎

新大分

大分
共火

熊本

北熊本

緑川

南熊本

中九州

上椎葉 新日向八代

大平

人吉

一ツ瀬
出水

南九州

川内
宮崎

柏田

南宮崎

都城

高野(開)

霧島
鹿児島

新鹿児島
大隅

苓北

川内

川内(原)

松浦
電発松浦

松島

ひむか

 
関門連系線 

新小倉 

東福岡 

福岡 

相浦 

長崎 

武雄 

三池 

山家 

苅田 

篠原 

大分 

宇土 

上椎葉 

八代 

人吉 

一ツ瀬 

鹿児島 

川内 

木佐木 

久留米 

弓削 

新水俣 

電発 

川内川 

杉安 

柏田 

大淀川第二 

大淀川第一 

塚原 

諸塚 

高千穂 

築上 

川崎 

新苅田 

中川 

二島 

電発 

若松 

西谷 

上津役 

嘉穂 

新大里 

都城 

大村 

 基幹系統は当初110kVであったが、電力需要の増加及びそれに伴う電源開発に対応するため、順次、220kV・500kV
を導入し、系統を拡充。

広域連系系統の特徴・変遷（九州エリア）

※500kV、220kV系統を記載

唐津

50万V日向幹線
(H31/6運開予定)

伊都

※500kV、220kV系統を記載※110kV系統を記載 ※110kV、220kV系統を記載

北九州北九州

広域連系系統の特徴・変遷 （９）九州エリア

東大分



26広域連系系統の特徴・変遷 （１０）沖縄エリア

 沖縄エリアは、本島系統の発電所の大半が本島中北部地域（東側）に立地し、本島中南部地域に負荷が集中。
 また、地形的にも発電所は沿岸部の限られた立地条件のなか建設され、送変電設備の大部分は住宅・商業地域の狭い土地、

さらに米軍基地を縫うように構築されており、特に需要の高密度化が著しい那覇・南部地域では鉄塔建設が厳しく系統増強に
おいては地中送電線路とせざるを得ない状況。

 沖縄本島の基幹送電線の電圧は132kVであり、需要増への対応と供給信頼度向上の観点から設備の拡充を図ってきた。

2015年：現状1987年：石川火力運開頃1972年 1997年：具志川火力運開頃

当初の132kV基幹系統は沖

縄本島西海岸に位置する牧港
火力から送電する放射状系統。

本島南部地域を中心に需要が
急増したため、南部地域への供
給設備として東側ルートを構築。

次に、石川火力の運用開始に
伴い、牧港火力と石川火力を連
系するルートの構築が行われ、
沖縄本島の基幹系統の骨格を
形成。

栄野比～牧港を結ぶ西側ルー
トを構築し、既設東側ルートと合
わせて２ルート化。

また、更なる需要増加に対応
するため、南部地域への供給設
備を構築し、具志川火力が運用
開始。

石川火力と具志川火力を連系
するルートの構築により、発電
所間を２ルート化。

また、金武火力の運用開始と
共に石川開閉所、金武火力～
石川開閉所を結ぶルートを構築。


